
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022 年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法 十 一

1 事業の成果

特定非営利活動法人の会員や寄付に支えられて、環境問題に関する政策提言、調査研究

普及啓発、交流等に関する事業を行い、環境の保全に寄与する事業を順調に行つた。

2 事業の実施に関する事項

別紙 2022年 度事業報告書のとおりです。



第 1号議案 事業報告および活動計算に関する事項

2022年度 事業報告書

1.事 業活動方針
環境問題に関する政策提言、調査研究、普及啓発、交流等に関する事業を行い、環境

の保全に寄与した。

2.事 業 内容
(1)環境問題に関する政策提言

1)持続可能な脱炭素社会に向けた政策提言

内容 :脱炭素に向け、政府は様々な政策を打ち出しているが、多くの中小企業にはそ

の動きが見られないことから、当会内に設置している経営者 「環境力」クラブに

おいて脱炭素の必要性などについての認識共有を図るための勉強会などを開催

した。また GX政策のうち、原発回帰や石炭火力温存の動きに対して、グリーン

連合とも連携して意見書を提出するなど、世界に後れを取る気候危機対策に対し

て意見書提出などを行った。

日日寺:2022年 4月 より随日寺

従事人員 :3名

対象 :政府、一般市民、企業等

2)日 本国憲法に環境原則 (持続性原則)を導入することについての政策提言

内容 :昨年度に引き続き、コロナのために大規模なシンポジウムなどの開催はできな

かったことから、関心を寄せる議員や市民への提案資料の送付にとどまった。

日時 :2022年 4月 より随時

従事人員 :2名

対象 :一般市民、政党等

3)グ リーン連合活動

内容 :市民版環境白書 (グ リーン・ウォッチ)2022の発行支援並びにそれに関する

シンポジウムを開催した。また環境省との意見交換会、勉強会、政策提言等、他

の NPOと連携して継続的に行った。

日時 :シンポジウム 2022年 6月 、環境省との意見交換会 2023年 1月 、幹事会毎月

従事人員 :2名

(2)環境問題に関する調査研究

1)調査研究



①市民版環境白書 2023(グ リーン・ウォッチ)の編集 。執筆と発行支援

内容 :グ リーン連合設立以来継続している市民版環境白書の 8冊 日となる 2023年版

についての企画・執筆を行ったが、編集方針の見直しなどに伴 う作業が遅れた

ため、2023年版の発行には至らなかった。

日時 :2022年 4月 ～2023年 3月

従事人員 :1名

対象 :会員および一般

2)部会活動

①食と環境に関する部会 (環境倫理部会)

内容 :気候変動、食品ロス、食の安全保障なども考慮しつつ、脱炭素社会、持続可能

な社会の実現に向け、生活者にとつて最も身近なテーマである「食」について

考える部会を開催した。また全国交流大会 (2022.12.11開 催)で 「日本の食と

エネルギーは大丈夫か ?」 をテーマに参加者と議論した。

日時 :2022年 4月 より1か月に 1回程度の開催 (オンライン開催 )

(4月 16日 、5月 28日 、7月 9日 、8月 20日 、 10月 8日 、11月 12日 )

従事人員 :3名

対象 :会員および一般

(3)環境問題に関する普及啓発

1)会報の発行

内容 :会報 「環境と文明」 を発行した。発行から3か月後にウェブ上での全文掲載
を実施した。

発行月  月毎のテーマ

2022`年 4月 号 :

5月 号 :

6月 号 :

7月 号 :

8月 号 :

9月 号 :

10月 号 :

11月 号 :

経営者 「環境力」大賞発表会

ス トックホルムから50年、地球サミットから30年

気候変動下における一次産業

自然界の危機

暑い夏の日に思うこと

経済の方向をどう変えていけばいいのか

持続可能な地域づくりに向けた動き

物価高騰、食料、エネルギー危機の中で脱炭素にどう向き合

うか

2022年を振り返って

新しい年に向けて

気になる動き

GXと は何か?

12月 号

2023年  1月 号
2月 号

3月 号

９
“



日時 :毎月 15日 、年 12回発行

従事人員 :4名

対象 :会員および一般

2)環文ミニセミナーの実施

内容 :コ ロナ感染拡大を契機に 2020年 9月 に開始した 1時間のオンラインセミナー

を本年度も継続して開催し、会報の寄稿者による内容解説と意見交換を行った。

日時 :第 19回 2022.4.29「脱成長～あらためて考えねば」

第 20回 2022.6.17「陰謀論と格差分断社会」

第 21回 2022.8.26「 自然の歩み～『沈黙の春』出版から60年に思うこと」

第 22回 2022.10.7「 食料危機やエネルギー危機の中でどう生きていくか」

(フ リーディスカッション)

第 23回 2023.2.10「 災害ボランティアセンターの成果と課題―令和 4年台風

第 15号による豪雨災害に対する駿河地区災害ボランティ

アセンターの運営に参加して一

第 24回 2023.3.31「原発急旋回の問題点」

従事人員 :4名

対象 :会員および一般

3)「経営者 「環境力」大賞」の顕彰・発表会

内容 :15回 目となる「2022年度 経営者 「環境力」大賞」の公募を行い、2023年

1月 16日 に審査会を開催して 4名 を大賞に、 1名 を奨励賞に決定した。2月

17日 には顕彰式並びに発表会を開催した後、第二部では、環境カクラブ会長 (武

州工業株式会社) より「カーボンニュー トラルに向けた取組一DX戦

略からGXへ :中小企業の出来ること～『ムリ。ムダ・ムラ』取りへのリーダ

ーシップ」と題して話題提供を頂いた。

日時 :2023年 1月 16日  審査会 (オンライン開催 )
2023年 2月 17日  顕彰式 。発表会 (オンライン併用開催)

場所 :ホテル・グランドヒル市ヶ谷 (顕彰式 。発表会)

従事人員 :5名

対象 :会員および一般

4)環境文明塾の開催
内容 :脱炭素社会を生きる次世代、特に企業人を対象に実施してきた本事業は、コロ

ナ禍のため 2021年度の実施は見送ったが、2022年度は、「脱炭素社会をどう

生き残るか ?」 を大きなテーマとして、 10名 の参加者で 5回にわたリオンラ

（
６



インにて開催した (最終 6回 目は 23年 6月 開催予定)。 講師陣には、引き続き、

当会理事等のご協力を得た。

日時 :第 1回 2022.7.22「気候危機を脱し脱炭素社会へ～どんな社会か ?ど う築いて

いくか ?」

第 2回 2022.9.16「脱炭素社会を生き抜く中小企業

第 3回 2022.11.18「 資源循環と再エネの動向

第 4回 2023.1.27「脱炭素社会に向けた経済の動向と企業の環境経営」

第 5回 2023.3.17「脱炭素社会を支える思想・哲学を企業経営にどう生かすか

～過去から学び未来に生かす～

従事人員 :4名

対象 :会員および一般。特に会員企業の若手 。中堅の従業員

5)シンポジウム等の開催

①グリーン連合「市民版環境白書 2022(グ リーン・ウォッチ)発行記念シンポジウム」

支援

内容 :グ リーン連合の「市民版環境白書 2022(グ リーン・ウォッチ)発行記念シンポ

ジウム」を他の NPOと連携してオンラインにて開催し、テーマごとに環境の

現状や課題とともに、解決策について提案した。また が「ス トックホ

ルム会議から50年」をテーマに話題提供を行った。

日時 :2022年 6月 14日 (オンライン開催 )

従事人員 :4名

対象 :会員および一般

6)環境問題に関する「出前講座」の実施

内容 :環境問題への理解促進と活動への参加を促すために、無料の出前講座を企画し

たが、本年度は実施には至らなかった。

(4)環境問題に関する交流

1)全国交流大会

内容 :「 日本の食とエネルギーは大丈夫 ?～安全保障の観点から～」と題したシンポジ

ウムを開催し、東北大学 より「エネルギーの現状と課題について」、

また石川県立大学 より「食の現状と課題について」の話題提供の後、

会場との意見交換を行った。

日日寺:2022年 12月 11日

場所 :ホテル・グランドヒル市ヶ谷 (オンライン併用開催 )

従事人員 :4名
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対象 :会員および一般

2)経営者 「環境力」クラブの活動

内容 :本年度も総会、勉強会をオンラインにて開催し、企業の環境力の普及に繋げる

活動を行ったほか、大賞事業及びクラブの活動の活性化を図るため、クラブメン

バーによる検討会を開催した。またクラブメンバーからの提案を元に、「環境プ

ラス立国」と題する政策提言を作成 。公表した。

○日時 :2022年 7月 12日  総会 。第 1回勉強会 (オンライン開催 )
話題提供 :① 「2050年ゼロカーボン、2030年 46%-50%削減目標達成に向けて企業が

行 うべきこと」

② 「脱炭素 ドミノ」と温対法改正のポイント

○日時 :2023年 2月 10日  経営者 「環境力」大賞及びクラブ事業についての検討会
(オンライン開催 )

従事人員 :4名

対象 :経営者 「環境力」クラブ会員

3)エコツアーの開催

内容 :国立環境研究所職員である会員と連携し、国の最先端の環境研究を学ぶこと

を目的としてツアーを実施した。コロナ感染が完全に収束していなかったため、

参加は先着 10名 とした。

日時 :2022年 11月 25日

場所 :国立環境研究所 (茨城県つくば市)

従事人員 :3名

対象 :会員及び一般

4)会員アンケー トの実施

内容 :2023年 9月 に設立 30周年を迎えることから、今後の活動の方向を考える基

礎とするため、正会員を対象としたアンケー トを 9月 ～10月 にかけて実施し、結

果を会報 (2023年 1月 号)及びホームページで公表した。

5)支部活動

①関西グループ

内容 :地域の市民および市民団体等との交流 。意見交換。エコサロン大阪の開催。

日時 :随時開催

ｒ
Э



場所 :奈良県、大阪府等

対象 :会員および一般

(5)その他

1)イ ンターンの受け入れ

内容 :昨年度に引き続き、SOMPO環境財団の CSOラーニング制度によリインター

ン 1名 を受け入れ、オンラインと対面を併用した研修を実施した。

日時 :2022年 6月 ～2023年 1月

2)イ ンターン卒業生との意見交換の開催

内容 :現役インターンと過去のインターン生とのコミュニケーションを進め、インタ

ーン経験者同士の情報交換と環境活動への参加の促進を目的としたオンライン

意見交換会を開催した。当日は 10名 ほどの参加があり、現状報告、職場での課

題や環境への取組などについて様々な意見があり、有意義な時間となった。

日時 :2022年 7月 21日

3)会員等の状況

2023年 4月 末現在

2022年 4月 末現在

2021年 4月 末現在

2020年 4月 末現在

2019年 4月 末現在

2018年 4月 末現在

2017年 4月 末現在 340名

2016年 4月 末現在 359名

2015年 4月 末現在 382名

(正会員 71、  学生 0、 賛助個人 164、 団体 11、 企業 17、
購読 18、 サポーター 1)

(正会員 74 学生 1 賛助個人 168、 団体 11、 企業 18、
購読 17、 サポーター 1)

(正会員 71、 学生 1、 賛助個人 181、 団体 13、 企業 19、

購読 16、 サポーター 3)

(正会員 74、 学生 0、 賛助個人 194、 団体 13、 企業 19、

購読 17、 サポーター 3)

(正会員 72、 学生 0、 賛助個人 198、 団体 13、 企業 18、

購読 13、 サポーター4)

(正会員 69、 学生 2、 賛助個人 214、 団体 13、 企業 19、

購読 14)

(正会員 68、 学生 4、 賛助個人 218、 団体 15、 企業 20、

購読 15)

(正会員 69、 学生 6、 賛助個人 229、 団体 15、 企業 25、

購読 15)

(正会員 70、 学生 6、 賛助個人 247、 団体 15、 企業 26、

購読 18)

282名

290名

304名

320名

318名

331名
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

2022年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

604,800
3,783,400
3,000

正

賛助会員受取会費
サポーター受取会費

1,788,390
2

金

受取寄附金
受取寄附

‐‐|1     1, /88:1390

受取助成金 (環境カクラブ、環境力大賞)
SOMPO環境財団CSOラ ーニング
小学校等休業対応助成金

1,740,7003 受取助成金等

2,295,868
289,616
224,499

当

法定福利費
通勤費

諸謝金
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
家賃
賃借料
諸会費
図書研究費

315,697
787,134
226,360
23,003
781,361
131,709
134,798
2,160,000
256,456
10,000
208,990

2

給料手当
法定福利費
通勤費
福利厚生費

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
家賃
賃借料
保険料
諸会費
支払手数料
雑費

832
23,037
2,518
118,214
78,597
14,980
340,000
28,495
8,810
10,000
57,121
7,724

2

D

667

|
541



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人環境文明二十一

単位 :円
ノ

現金預金

未収金

前払金

6,690,066
19,200
307,773

一括償却資産 205,333

2

ヽ
′
ン沢

３

．，

そ の

金 500,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 7,722,372

未払金

前受金

預 り金

439,355
19,200
25,626

2

+

8,088 667

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 7,722,372



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人環境文明二十一

―
　
　
・
●
一
一　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・　
　
　
　
　
　
　
　
去
川

19,200
19,200

307,773ユ削払金

6,690,066

98 082

未収金
2022年度購読会費

料
賃
険
家
保

27,341
428,113
5,914,951
318,553
1,108

ゆうちょ銀行振替貯金
三菱FJ銀行普通預金
ゆうちょ銀行普通預金
西武信金普通預金

現金預金
手元現金

200,000
9,691

205,333

車両運搬具

什器備品
ファイルサーバ

||(12)無形固定資産   ||||||||||||||||||

【ハ
|||||||

(3)投資その他の資産
敷金
事務所

500,000
500,000

]奮

1      500,000

7,722,372【A】 資 産 合 計 ①+②

B― ¬

19,200

25,626

667

600

439,35

9,600

未払金
3月 分給与
3月 分通勤費
3月 分社会保険料
3月 分水道光熱費
3月 分通信運搬費
3月 分賃借料
3月 分印刷製本費
3月 分消耗品費
前受金
正会員会費
購読会費
預り金
雇用保険料
源泉所得税

268,744
10,580
54,864
6,940
37,522
4,743
53,295

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 484,181

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B― 可】 7.238.191



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人環境文明二十一

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

IИ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
口l各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 ⊂3)・ 監事
フジムラ コノエ 2022年

2023年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日藤村 コノヱ

2 ∈)・監事
アラタ テツジ 2022年二

2023`年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日荒田 鉄二

3 ((B).)・ 監事

イムラ ヒデフミ 2022年

2023イ千二

4月  1日

3月  31日

年 月

月

日

日年井村 秀文

4 (菱野・監事
ウエダ カツロウ 2022年

2023Z守ニ

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日上田 勝朗

5 ∈)・監事
クドウ タイコ 2022`年二

2023`年

4月  1日

3月  31日

年   月 日

日年 月工藤 泰子

6 ∈藍)・ 監事
コノミ キクコ 2022年二

2023年

4月  1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日許斐 喜久子

7 ⊂)・監事
シバヤマトクイチロウ 2022`千二

2023Z千三

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日柴山 徳一郎

8
′/´
｀
、`、

(、理多)・ 監事
スギウラジュンキチ 2022`キ

=

2023年

7月  1日

3月  31日

年   月 日

日年 月杉浦 淳吉

9
/~■ ＼`
(こ
3)・ 監事

タサキ トモヒロ 2022年二

2023年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年 月 日田崎 智宏

10
′/´
｀
、ヽ

燿壁チ監事
タナカ ミツル 2022年

2023`守ニ

7月  1日

3月  31日

年

年

月   日

月   日田中 充



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

11 (要)・ 監事
ナイトウ ヒロシ 2022`年二

2023年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日内藤 弘

12 (垂)・ 監事
マスイ トシヒコ 2022`年二

20234F

7月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日増井 利彦

13 理事(≡⇒
ヤマグチ コウジ 2022`年二

20234F

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日山口 耕二

14 (要)・ 監事
ウメダ モトカズ 2022年

2022イ年二

4月  1日

6月  30日

年 月

月

日

日年埋田 基一

15 (≡)・ 監事
ハラ タケシ 2022`年

2022今三

4月  1日

6月  30日

年  月  日

年  月  日原  岡||

16
/´
´｀
、ヽ

、理ヲ・監事
マツオ トモノリ 2022年二

2022`年二

4月  1日

6月  30日

年  月  日

年  月  日松尾 友矩

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

(2023年 3月 31日現在)

特定非営利活動法人 環境文明二十一

氏    名

藤村 コノヱ

2
井村 秀文

3
上田 勝朗

4
埋田 基一

5
許斐 喜久子

6 柴
山 徳一郎

7
原  岡||

8 松尾 友矩

9
工藤 泰子

∩
υ
中山 茂

11
田中 充


